
〔A〕PatentScope Search Service の概要

WIPOは，2007年 4月 1日現在 1,246,241件の国際

公開された国際出願のデータを保有しており，このデ

ータに基づき「PatentScope Search Service」を提供し

ている。このサービスを利用するには，

http://wipo.int/pctdb/en/（注）“en”は英語版である。

を開き，国際出願番号，国際公開番号，出願人名，発

明の名称等を入力することによって所望の情報を入手

することができる。また，キーワードを入力すること

によって，国際公開公報のフロント頁から情報を入手

することができる。

例えば，特定の出願人に係る情報を入手したい場合，

「Structured Search Box」の所定の箇所にその出願人

の名称を入力すれば，当該出願人による公開された全

ての国際出願のリストを入手することができる。

以下，PatentScope Search Serviceから得られる情

報及びその入手方法について紹介する。

〔B〕特許協力条約に基づく国際出願に関する情報

国際出願に関しどのような情報及び書類を入手する

ことができるか説明する前に，国際出願の手続を進め

てゆく過程で作成される書類，公開される情報，及び

その時期を特許協力条約（PCT）の手続の流れに沿っ

て説明する。

１．特許協力条約に基づく国際出願の手続の流れ

図 1は，特許協力条約（PCT）に基づき優先権を主

張して国際出願をした場合の手続の流れを示した図で

ある。

２．国際段階の手続

国際段階は国際出願に始まり，国際予備審査報告の

作成によって終了する。以下，国際段階の主な手続に

ついて説明する。
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特集《インターネット上の知財データの活用》

特許協力条約（PCT）の締約国は137カ国に達し（2007年 4月現在），国際出願件数は2006年に

は 14万 5000 件を超え，日本の国際出願件数も 2万 6000 件を超えた。このように PCT は外国出願

の主要ルートの地位を占めており，国際出願に対する関心は益々高まっている。

WIPO国際事務局は，出願人のためにPCTに関する情報をホームページで提供しているが，国際出願に

対する関心の高まりに応えるようにその内容を充実させてきている。特に，個々の国際出願に関しては国際

公開された情報はもとより，各種見解書，国際予備審査報告，通知，優先権書類等，ほとんどの情報をホー

ムページから入手できるようになった。

特筆すべきは，国際段階に係る情報の他に，国内段階移行及び移行後の情報を各国の特許庁等の協力を得

て国際事務局が提供するようになったことである。国内段階の情報を入手することによって，第三者は関心

の高い特定の国際出願がどの国に対し国内段階に移行したか知ることができる。

さらに，特定の出願人の国際出願件数の推移や技術分野別出願件数をグラフで表示してくれる等，加工し

たデータを提供している。

要　約



（a）国際出願

パリ条約による優先権を主張して PCTによって外

国出願する場合，優先権主張の基礎となる先の国内出

願の出願日から 12カ月以内に受理官庁（RO）に国際

出願する。出願人は国際出願において，締約国の中か

ら発明の保護を求める国を指定する。指定された国を

「指定国」と言う。ただし，国際出願すると国際出願

日時点における PCTの締約国すべてを指定したもの

とみなされるため，国際出願日時点の締約国はすべて

指定国となる。

国際出願がされると受理官庁は国際出願の「方式審

査」を行い，その国際出願が最小限の方式上の要件を

満たしていれば国際出願日を与える。国際出願日が与

えられれば，国際出願日から指定国において，従って

国際出願日時点における PCT締約国すべてにおいて

正規の国内出願の効果を有し，各国において実際の出

願日とみなされる。

（b）国際調査

国際出願がされると，国際出願に記載された発明に

関連する先行技術を調査する「国際調査」が国際調査

機関（ISA）によって行われ，「国際調査報告（ISR）」

が作成される。同時に国際調査機関は国際調査に基づ

いてその発明が新規性，進歩性及び産業上の利用可能

性を有するかどうかについて国際調査機関の見解を示

した「国際調査機関の見解書（WO/ISA）」（以下，

「見解書（WO/ISA）」と記す。）を作成する。これら

国際調査報告及び見解書（WO/ISA）は優先日からほ

ぼ 16カ月までに国際調査機関からWIPO国際事務局

（IB）及び出願人に送付される。

出願人は国際調査報告及び見解書（WO/ISA）を受領

すると，先行技術を回避するために必要であれば請求

の範囲について補正することができる（19条補正）。

また出願人は，見解書（WO/ISA）に否定的見解が

含まれている場合には，これに対して反論する「非公

式コメント」を国際事務局に提出することができる。

ただし，国際予備審査を請求するのであれば，国際予

備審査の請求時に見解書（WO/ISA）に対して意見を

述べる機会が得られるので，非公式コメントを提出す

る必要はない。

（c）国際公開

国際出願の内容は優先日から 18カ月経過後に国際

事務局によって国際調査報告と共に「国際公開」され

る。これによって第三者は他者の出願内容を先行技術

と共に知ることができる。

一方，見解書（WO/ISA）は国際予備審査に係る一

件書類の一部であるとみなされているためこの時点で

は公開されない。しかし，国際事務局は指定官庁から

請求があれば見解書（WO/ISA）をその指定官庁に送

達する。その際，出願人から提出された見解書

（WO/ISA）に対する非公式コメントも指定官庁に送

付される。なお，指定官庁にこれらの書類が送付され

るのは優先日から 30カ月経過後であり，その際，見

解書（WO/ISA）には「特許性に関する国際予備報告

（特許協力条約第一章）」なる表題が付される。また，

優先日から 30カ月経過後であれば，第三者は国際事

務局からそれらの写しを入手することができる。

（d）国際予備審査

国際予備審査は，請求の範囲に記載された発明が新

規性，進歩性及び産業上の利用可能性を有するかどう

かについての予備的かつ拘束力のない見解を示すこと

を目的としており，出願人の希望によって行われる。

出願人が国際予備審査を希望する場合は，国際予備

審査請求を国際調査報告（又は国際調査報告を作成し

ない場合の宣言）及び見解書（WO/ISA）の送付の日

から 3カ月，又は優先日から 22カ月のうちいずれか

遅く満了する期間内に国際予備審査機関（IPEA）に

対して行わなければならない。

国際予備審査請求をするとき，出願人は国際予備審

査の結果を利用することを意図する国を指定国の中か

ら選択する。選択された国を「選択国」と言う。ただ

し，国際予備審査請求するとすべての指定国が選択さ

れたものとみなされ，すべての指定国が選択国となる。
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図 1 PCTを利用した外国出願（優先権を主張した場合）



出願人は国際予備審査の請求時及び予備審査の間

に，請求の範囲だけでなく明細書及び図面についても

補正をすることができる（34条補正）。

一方，国際予備審査機関は，発明の新規性，進歩性

及び産業上の利用可能性についての見解を示し，出願

人に意見を述べる機会を与える。これに対し出願人が

提出した答弁書及び補正書（34 条補正）を検討し，

新規性，進歩性及び産業上の利用可能性を有するかど

うかについて国際予備審査機関の詳細な見解を記述し

た「国際予備審査報告（IPER）」を作成する。この報

告は優先日から 28カ月，国際予備審査の開始の時か

ら 6カ月又は国際予備審査機関が認める言語への国際

出願の翻訳文を国際予備審査機関が受理した日から 6

カ月のうち最も遅く満了する期間内に作成され，「特

許性に関する国際予備報告（特許協力条約第二章）」

なる表題が付され出願人及び国際事務局に送付され

る。これによって出願人は特許取得可能性について国

際調査報告（ISR）及び見解書（WO/ISA）よりさらに詳

細な判断材料を得ることができる。なお，国際予備審

査の一件書類は秘密保持されるため公開はされない。

一方国際事務局は，選択官庁から請求があれば「特

許性に関する国際予備報告（特許協力条約第二章）」

をその選択官庁に送達する。ただし，選択官庁に送達

されるのは優先日から 30カ月経過後である。

国際出願をした時点からここまでを「国際段階」と

いう。

３．国際段階の手続

（e）国内段階移行

国際出願すると，すべての PCT締約国を指定した

ものとみなされ，指定されたすべての締約国において

国際出願日に正規の国内出願をしたものとみなされ

る。出願人はこれら指定国の中から実際に特許を取得

したい指定国に対し，優先日から 30カ月以内（1）に国

内段階に移行する手続を取らなければならない。通常

の場合，すべての指定国で特許を取得する必要はない

ので，例えば指定国のうち 5カ国（A国－ E国）で特

許を取得したいときには，優先日から 30カ月以内に

これら指定国の国内官庁（「指定官庁（DO）」と言う。）

に対して国内段階に移行する手続きをとればよい。

また，国際予備審査を請求するとすべての指定国が

選択されたものとみなされる。しかし，指定国の場合

と同様，実際に特許を取得したい選択国に対しては優

先日から 30カ月以内に国内段階に移行する手続を取

らなければならない。このときも指定国の場合と同様，

すべての選択国で特許を取得する必要はないので，例

えば選択国のうち 5カ国（A国－ E国）で特許を取

得したいときには，優先日から 30カ月以内（1）にこれ

ら選択国の国内官庁（「選択官庁（EO）」と言う。）に

対して国内段階に移行する手続をとればよい。

国内段階に移行するには，出願人は各指定官庁又は

選択官庁が要求する言語で国際出願の翻訳文を作成

し，各国毎に代理人を選任するとともに，代理人及び

各国特許庁に手数料を支払う必要がある。この点はパ

リルートの場合と同じである。

■一部の国についてのみ国内段階に移行する手続を取

った場合

出願人は，実際に特許を取得したい指定国又は選択

国に対して優先日から 30カ月以内に国内段階に移行

する手続を取ればよい。その場合，国内段階に移行する

手続をとらなかったその他の指定国又は選択国におい

ては，国際出願の効果は当該指定国又は選択国におけ

る国内出願の取下げと同一の効果をもって消滅する。

従って，出願人が特許を取得することを意図しない

国については何ら手続を取る必要はない。

〔C〕特定の国際出願に関する調査

次に，PatentScope Search Service を利用して特定

の国際出願に関する情報を入手する方法を，国際公開

番号が「WO2005/025280」の国際出願を例にとって

説明する。

１．PatentScope Search Service へのアクセス

WIPO のホームページの中から http://wipo.int/

pctdb/enにアクセスし，図 2の画面を開く。この画

面 に は 「 International Patent Application」 の

「Structured Search」の入力画面が表示され，調査の

ための検索項目として以下の項目が表示される。

（1）Front Page（国際公開公報のフロント頁中

のキーワードから検索）

（2）Publication Number（国際公開番号）

（3）Application Number（国際出願番号）

（4）Publication Date（国際公開日）

（5）English Title（英文の発明の名称）

（6）English Abstract（英文の要約）
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（7）Applicant Name（出願人名）

（8）Int． Class（国際特許分類： IPC）

（9）Inventor Name（発明者名）

（10）Priority Number（優先権主張の基礎とした

出願の番号）

（11）Claims（請求の範囲）

（12）Description（明細書）

２．国際公開番号の入力

図 2の「Publication Number」（国際公開番号）の

欄に，調査したい国際出願の国際公開番号

「WO2005/025287」を入力し，欄の下にある「Search」

をクリックする。すると，図 3に示すように，国際

公開番号と共に英文による発明の名称，要約，出願人

名が表示される。

次に，図 3の（WO2005/025287）をクリックする

と，図 4に示す国際出願の国際公開公報のフロント

頁に掲載された書誌事項，代表図面を含んだ英語版

「GAZETTE」が表示される。なお，代表図面に文言

が含まれていれば文言も英語で表記される。

この「GAZETTE」の上部には以下の項目が表示さ

れている。この国際出願はドイツ語で公開されている

ため，ドイツ語による発明の名称及び要約も併記され

ている。なお，日本語で公開されている場合には日本

語は併記されない。

（a）Biblio Data（書誌事項）

（b）Description（明細書）

（c）Claims（請求の範囲）

（d）National Phase（国内段階）

（e）Notice（通知）

（f）Document（書類）

３．「Documents（書類）」から得られる書類（その 1）

国際予備審査請求がされていない国際出願の場合，

図 4の「（f）Documents（書類）」をクリックすると，

図 5に示すリストが表示される。このリストには本

件国際出願に係る以下の書類名が表記される。

①　English Translation of International Preliminary

Report on Patentability Chapter I（特許性に関

する国際予備報告（特許協力条約第Ⅰ章）の英

訳）

②　English Translation of the Written Opinion of

the International Search Authority（国際調査機

関の見解書の英訳）
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図 2 「Structured Search」の入力画面

図 3 国際公開番号から検索した国際出願の発明の名称と
要約を表示した画面

図 4 国際公開公報の英語版GAZETTE



③　International Preliminary Report on Patentability

Chapter I（特許性に関する国際予備報告（特許

協力条約第Ⅰ章））

④　Written Opinion of the International Search

Authority（国際調査機関の見解書）

⑤　DE 10341069.4 05. 09. 2003（優先権書類の番号

と出願日）

⑥　Initial Publication with ISR（A1 11/2005）（国際

調査報告付き最初の国際公開公報）

上記書類は，優先権を主張して国際出願し，国際予

備審査を請求しなかった場合に作成される書類であ

る。以下，上記各書類について説明する。

（a）国際調査報告付き最初の国際公開公報

上記書類の内，「⑥ Initial Publication with ISR（A1

11/2005）」をクリックすると国際公開公報が表示さ

れ，フロント頁，明細書，請求の範囲及び図面を入手

することができる。本件は国際調査報告（ISR）が国

際公開に含まれているので，国際調査報告も入手する

ことができる。また，PCT第 19条補正がされていれ

ば，この補正も含まれる。なお，国際調査機関の見解

書は国際公開されないため，国際公開公報には含まれ

ない。

図 6に国際公開公報のフロント頁を示す。この国

際出願はドイツ語で国際公開されているため，発明の

名称及び要約には英訳が併記される。また，フロント

頁に掲載された代表図面に文言が含まれていれば，こ

の文言の英訳も併記される。

■国際公開の種類

国際公開に国際調査報告が含まれている場合，国際

公開公報には「A1」なるコードが付される。

しかし，国際公開までに国際調査報告（ISR）が作

成されていないときには国際調査報告は国際公開に含

まれず，「Initial Publication without ISR（A2 11/2005）」

と表示される（「A2」は国際調査報告なしで国際公開

されたことを意味している）。このような場合，国際

調査報告は後から公開され，「Later publication of

international search report（A3 11/2005）」と表示され

る（「A3」は国際調査報告のみがあとから国際公開さ

れたことを意味している）。

（b）国際調査機関の見解書

「④ Written Opinion of the International Search

Authority」をクリックすると，「国際調査機関の見解

書」が表示される。これは国際調査機関の審査官が国

際調査報告に記載された先行技術文献に基づき，請求

の範囲に記載された発明毎に「新規性」，「進歩性」及

び「産業上の利用可能性」について見解を述べたもの

であり，請求項毎に「Yes（有）」又は「No（無）」と

明確な見解が示されている。

（c）特許性に関する国際予備報告（特許協力条約

第Ⅰ章）

「③ International Preliminary Report on Patent-

ability Chapter I」をクリックすると，「特許性に関す

る国際予備報告（特許協力条約第Ⅰ章）」が表示され

る。これは，出願人が国際予備審査を請求しない国際
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図 6 国際公開公報のフロント頁

図 5 Documents（書類）に含まれる書類のリストを表
示した画面



出願について，当該国際出願について作成された上記

「国際調査機関の見解書」に「特許性に関する国際予

備報告（特許協力条約第 I章）」なる表題を付して指

定官庁に送られるものである。従って，内容は上記

「国際調査機関の見解書」と全く同じである。

（d）国際調査機関の見解書の英訳

「② English Translation of the Written Opinion of

the International Search Authority」をクリックすると，

「国際調査機関の見解書の英訳」が表示される。この

見解書はドイツ語で作成されており，英語によって作

成されていない場合には「国際調査機関の見解書」の

英訳が国際事務局によって作成され公開される。

（e）特許性に関する国際予備報告（特許協力条約

第Ⅰ章）の英訳

「① English Translation of International Preliminary

Report on Patentability Chapter I」をクリックすると，

「特許性に関する国際予備報告（特許協力条約第Ⅰ章）」

の英訳が表示される。「国際調査機関の見解書」と同

様，英語によって作成されていない場合には「特許性

に関する国際予備報告（特許協力条約第Ⅰ章）」の英

訳が国際事務局によって作成され公開される。

（f）優先権書類の番号と出願日

この国際出願は優先権を主張しており，「⑤ DE

10341069. 4 05. 09. 2003」をクリックすると優先権主

張の基礎となったドイツ特許出願第 10341069. 4号の

認証された謄本である「優先権書類」が表示される。

■「国際調査機関の見解書」関連書類の提供時期

上記書類のうち，「国際調査機関の見解書」とその

「英訳」，及び「特許性に関する国際予備報告（特許協

力条約第Ⅰ章）」とその「英訳」は，優先日から 30カ月

経過後でなければインターネット上で提供されない。

４．「Documents（書類）」から得られる書類（その 2）

国際予備審査が請求された国際出願の場合，図 4

の「（f）Documents（書類）」をクリックするとリス

トが表示され，国際出願に係る以下の書類名が表記さ

れる（図 7）。

⑦　English Translation of International Preliminary

Report on Patentability Chapter Ⅱ（特許性に関

する国際予備報告（特許協力条約第Ⅱ章）の英

訳）

⑧　Written Opinion of the International Search

Authority（国際調査機関の見解書）

⑨　International Preliminary Report on Patentability

Chapter Ⅱ（特許性に関する国際予備報告（特

許協力条約第Ⅱ章））

⑩　DE 10339479. 6 27. 08. 2003（優先権書類の番号

と出願日）

⑪　Initial Publication with ISR（A1 10/2005）（国際

調査報告付き最初の国際公開公報）

上記書類は，優先権を主張して国際出願し，国際予

備審査を請求した場合に作成される書類であり，これ

らの書類のうち「特許性に関する国際予備報告（特許

協力条約第Ⅱ章）」は国際予備審査機関により作成さ

れた国際予備審査報告であり，国際調査機関が作成し

た「特許性に関する国際予備報告（特許協力条約第Ⅰ

章）」とは性格が異なる。以下，上記各書類について

説明する。

（g）特許性に関する国際予備報告（特許協力条約

第Ⅱ章）

「⑨ International Preliminary Report on Patent-

ability ChapterⅡ」をクリックすると「特許性に関す

る国際予備報告（特許協力条約第Ⅱ章）」が表示され

る。これは，出願人が国際予備審査請求した国際出願

について，国際予備審査機関が出願人の答弁書及び補

正書を考慮して作成した国際予備審査報告である。こ

の報告は請求のあった選択官庁に送付される。

（h）特許性に関する国際予備報告（特許協力条約

第Ⅱ章）の英訳

「⑦ English Translation of International Preliminary

Report on Patentability Chapter Ⅱ」をクリックすると，

「特許性に関する国際予備報告（特許協力条約第Ⅱ章）」

の英訳が表示される。この報告が英語によって作成さ

世界知的所有権機関（WIPO）のホームページからの情報

パテント 2007 － 38 － Vol. 60 No. 6

図 7 Documents（書類）に含まれる書類のリストを表
示した画面



れていない場合には英訳が国際事務局によって作成さ

れ公開される。

（i）国際調査機関の見解書

「⑧ Written Opinion of the International Search

Authority」は国際予備審査請求がされた場合，国際予

備審査機関の第 1回目の国際予備審査機関の見解書と

なり，この見解書に対して出願人が提出した答弁書及

び補正書を考慮して国際予備審査報告が作成される。

■国際予備審査に関する一件書類の提供

国際予備審査報告の内容に関し，PCTは「国際事

務局及び国際予備審査機関は，いかなる者又は当局

（国際予備審査報告作成の後は，選択官庁を除く）に

対しても国際予備審査の一件書類につき第三者に知ら

しめてはならない」旨規定している（第 38条）。

国際予備審査報告が作成されると，国際事務局はそ

の写しを請求のあった選択官庁に送付する。一方，選

択官庁の国内法令が第三者に対し国内出願の一件書類

の利用を認めている場合には，当該選択官庁は，国際

公開された後，国際予備審査報告を含む国内出願に関

する一件書類へのアクセスを国内法令が定める程度と

同様の程度まで第三者に認めることができる（規則

94. 1～ 94. 3）。

そして，国際予備審査報告に関し，国際事務局は，

選択官庁が請求した場合に，当該選択官庁に代わり国

際予備審査報告の写しを第三者に提供することとなっ

ている（規則 94. 1（c））。

この規定に基づき，以下の選択官庁は国際予備審査

報告の写しを第三者に提供することを国際事務局に要

請している（表 1参照）。ただし，第三者に提供でき

るのは 1998年 7月 1日以降に出願された国際出願に

限られる。

５．「Documents（書類）」から得られる書類（その 3）

上記「書類（その 1）」及び「書類（その 2）」から

得られる書類以外にも，以下の書類を入手することが

できる。

⑫　Notification Concerning Submission or

Transmittal of Priority Document

（PCT/IB/304：優先権書類提出又は送付の通

知）

⑬　Notification of the Recording of a Change

（PCT/IB/306：変更の記録の通知）

⑭ Declaration（発明者の宣誓）

以下，上記各書類について説明する。

（j）優先権書類提出又は送付の通知（PCT/IB/304）

「⑫ Notification Concerning Submission or

Transmittal of Priority Document」をクリックすると

「優先権書類提出又は送付の通知」が表示される。

優先権を主張して国際出願した場合，優先権書類を

所定の期間内に受理官庁又は国際事務局に提出しなけ

ればならない。この通知には，優先日，優先権主張の

基礎となった先の出願の番号，先の出願がされた国，

及び優先権書類が受理された日が記載され出願人に送

付される。

優先権書類が所定の期間内に提出されない場合，指

定官庁は優先権の主張を無視することができる。その

ため，この通知には，優先権書類が提出された場合は

受理された日が記載され，受理された場合でも所定の

期間内に受理されなかったときにはその旨が付記され

る。また，優先権書類が提出されなかった場合にはそ

の旨が記載される。

（k）変更の記録の通知（PCT/IB/306）

「⑬ Notification of the Recording of a Change」を

クリックすると，「変更の記録の通知」が表示される。
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表 1 国際予備審査報告の写しを第三者に提供することを国際事務局に要請して
いる国または機関（2007 年 4月 1日現在）

（注）国際予備審査報告（名称は「特許性に関する国際予備報告（特許協力条約第Ⅱ章）」）
が選択官庁に送付されるのは優先日から 30カ月経過後である。従って，国際予備
審査報告がインターネット上で提供されるのは優先日から 30カ月経過後である。



国際出願した後に，出願人や発明者の名義，氏名，

あて名等を変更する場合，国際事務局は変更の要請が

優先日から 30カ月以内にされれば変更を記録し，出

願人と受理官庁に通知する。変更の要請が国際公開前

であれば国際公開公報に反映されるので第三者は変更

後の出願人等を知ることができる。一方，国際公開後

に 変 更 さ れ た と き は ， 変 更 の 記 録 の 通 知

（PCT/IB/306）によって確認することができる。

（m）宣誓書

「⑭ Declaration」をクリックすると，「宣誓書」が

表示される。これは国際出願が米国に対して国内段階

に移行する場合に提出する発明者であることの宣誓書

である。

６．国内段階移行情報（図 8）

特定の国際出願が，どの国に対して国内段階に移行

したかについては第三者にとって関心のあるところで

ある。WIPO国際事務局は各国特許庁等の協力を得て

国内段階移行情報をインターネットで提供している。

図 4の「National Phase（国内段階）」をクリック

すると，この国際出願が国内段階に移行した国が表示

される（図 8）。この国際出願の場合，中国（CN），

韓国（KR）及び米国（US）に国内段階に移行したこ

とを示しており，それぞれの国に国内段階に移行した

日付と出願番号が表示されている。また，米国につい

ては国際出願が米国に移行後，2006年 11月 2日に公

開されたことを示している。なお，出願番号をクリッ

クするとその国での当該出願の書誌事項等を知ること

ができる。

＜国内段階移行情報を提供している国＞

国内段階移行情報はWIPO国際事務局が PCT締約

国の特許庁等から提供されたものをインターネットで

第三者に提供しているものである。ただし，すべての

締約国が国内段階移行情報を提供しているわけではな

い。従って，情報を提供していない国については，国

際出願が国内段階に移行したとしても図 8の「Office

Code」に国名は表示されない。

表 2に国内段階移行情報を提供している国の一覧

を示す。2007 年 4 月 1 日現在，日本（JP），米国

（US），中国（CN），韓国（KR），オーストラリア（AU），

カナダ（CA）等 27カ国が国内段階移行情報を提供し

ているが，ヨーロッパ特許庁はまだ提供していない。

この表にはこれらの国が国際事務局に国内段階移行

情報の提供を開始した時期と，最新の情報更新時期が

表示されている。なお，情報の更新頻度は国によって

異なっており，最新の情報更新時期以降に国内段階に

移行した場合には情報が表示されないので注意された

い。

〔D〕Graphics Function

先に述べたように，国際出願に関する情報を，キー

ワード，国際公開番号，国際出願番号，出願人，発明

者，技術分野等を検索キーとして入手することができ

る。PatentScope Search Serviceは，これら検索キー

を用いて入手した膨大な量のデータを整理しグラフに

して表示してくれる。例えば，特定の出願人に関する

調査をしたい場合，Graphics Functionを利用して国

際出願の動向等を分析することができる。

ここでは，2006年に公開された国際出願の件数が

トップの出願人である「Philips」を例にとって，どの

ような情報が得られるか紹介する。なお，2007年 3

月までに「Philips」に関連する国際出願は 19,000件

以上国際公開されており，国際公開された国際出願の

データを基に以下の情報が提供される。

１．国際公開件数（図 10）

図 2 の「Applicant Name（出願人名）」の欄に，

「Philips」と入力し，欄の下にある「Search」をクリ

ックする。なお，他の欄には何も記入しない。

すると，図 9に示すような「Philips」から出願さ

れた国際出願の一覧が英文で表示される。

図 9の右上に表示された「 」をクリックすると，

1980年～ 2007年 3月までの国際公開件数がグラフと

共に表示される（図 10）。

グラフからわかるように，「Philips」は 1995年から

PCTを積極的に使い始め，2004年には国際公開件数

が 3,000件の大台に達している。その後も 2,800件前

後を維持しており，外国出願のほとんどを PCTを利
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図 8 国内段階移行情報



用して行っているものと思われる。

２．出願国別の国際公開件数（図 11）

「Philips」は多国籍企業であるため世界各国に研究

開発拠点を有している。そのため，「Philips」の名で

オランダ，ドイツ，米国等，各国に国際出願がされて

いる。Graphics Function を利用すると，「Philips」

の名でされた国際出願の出願国別の国際公開件数の割

合が円グラフで示される（図 11）。また，出願国別の

国際公開件数が表で表示される（表 3）。

「Philips」の本社があるオランダ（NL）への出願

が最も多く（85％），次いで，WIPO国際事務局（IB），

ドイツ（DE），米国（US），英国（GB），フランス

（FR），日本（JP）の順になっている。WIPO国際事

務局（IB）への出願は受理官庁としての国際事務局

（IB）に出願したものであり，どの国で発明がされた

かは発明者の国籍又は住所を見ればわかる。

３．出願人名（図 12）

出願人が「Philips」である国際出願を検索し，各種分

析をグラフで示したものが提供されたが，図 9のリス

世界知的所有権機関（WIPO）のホームページからの情報

Vol. 60 No. 6 － 41 － パテント 2007

表 2 国内段階移行情報を提供している国（2007 年 4月 1日現在： 27 カ国）

図 9 P社から出願された国際出願の一覧

図 10 P 社の公開年別国際公開件数の推移



トには出願人名に「Philips」が含まれるものがすべて

表示されている。例えば，「KONINKLIJKE PHILIPS

ELECTRONICS N. V.」，「PHILIPS INTELLECTUAL

PROPERTY ＆ STANDARDS GMBH」，「PHILIPS

SEMICONDUCTORS, INC．」等である。

図 12は出願人別の国際出願件数を示したものであ

る。出願人名は 50社にもなるため，図 12では上位

10社のみを表示した。図 12には表示されていないが，

出願人名の中には「SONY CORPORATION」の名も出

てくる。これは例えば，「SONY CORPORATION」と

「KONINKLIJKE PHILIPS ELECTRONICS N. V.」との

共同出願であって，「SONY CORPORATION」が筆頭の

出願人になっている場合である。

４．技術分野別の件数（図 13）

出願人が「Philips」である国際出願がどの技術分野

の発明に係るものであるか，技術分野別の件数が表示

される（図 13）。

テレビ等の画像通信（H04N）が最も多く，次いで

電気的デジタル処理（G06F），CD 等への情報記録

（G11B），デジタル情報の伝送（H04L），半導体

（H01L），イメージ処理（G06T）の順になっている。

〔E〕むすび

WIPOのホームページから，国際出願に関しどのよ

うな情報が入手できるか紹介したが，この他にも

WIPOは PCT制度に関する種々の情報を出願人のた

めに提供している。

例えば，「PCT Applicant Guide」からは各国の国内

段階の手続きに関する情報が入手でき，「L e g a l

Information」からは最新の特許協力条約の条文，規

則及び実施細則を入手することができる。これらの情

報は，

http://www.wipo.int/pct/en/

から入手することができる。

注

締約国の国内法令は，30カ月より遅い期限とするこ

とができる。

（原稿受領 2007.5.14）

（ 1）
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図 12 P社の出願人名別の国際公開件数

図 13 P社の技術分野別の国際公開件数

図 11 P 社の出願国別の国際公開件数の割合

表 3 P社の出願国別の国際公開件数


